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いた。 
1900 年前後の表現と 1930 年代の表現の違いを改めてまとめる。1900 年前後と比べて 1930 年代
の認識はより粗く単純になっている。「かれら」と「われら」の間に「激しい対立」があり、そ




認識の点で 1930 年代と 1900 年前後は明らかに断絶している。 
 
 
２．結論と考察 「北洋」イデオロギーの起源 
 
(1)史料研究からの結論 
1930 年代の通説のうち、日本人漁業者が「一致団結して対抗」していたという主張は論点を限
定しない限りは説得力がない。サハリン島で活動する日本人漁業者が意見でも行動でも足並みを
そろえられなかった例は少なくない。 
ロシア側が「一貫した排斥」をすすめたという主張も不正確である。プリアムール総督府は調
査と試行錯誤の末に漁業の国民産業化を進めるという結論を出した。総督府が最初からこの方針
で一貫していたわけではない。 
以上が史料研究の結果に基づく通説批判の結論である。 
 
(2)同時代の見解と比較しての結論 
1900 年前後、すなわち同時代の見解と比べると、1930 年代の通説の見解は認識の点でむしろ退
行している。同時代の見解ではより具体的な対象に対して批判が向けられていたのに対し、1930
年代の見解では「露国」や「露国人」が非難されている。 
ここでは多様な利害関係が単純化され、ロシア対日本という単純な対立の図式が打ち出されて
いる。そして、こうした対立が必然の結果ととらえられている。このようなより単純な認識が現
代でも通説としてある程度の影響力を保っているのである。 
 
(3)考察と展望 
私は露領漁業の歴史を論じた既存の研究の成果を否定するつもりはない。この分野に関わる多
くの研究は個々の論点についての細かい認識に成功している。個々の論点については精細な認識
に成功している例が多い。それなのに通史においてはかなり単純で問題の多い 1930 年代通説をか
なりの部分まで受け入れているという現実がある。 
問題点の一つは「露領漁業」や「北洋漁業」に関わる歴史を（意図のあるなしに関わらず）日
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本とロシアの国家間の関係の歴史として語ってしまうことにある。「露領漁業」や「北洋漁業」
の歴史が国家間の関係に影響を受け続けていたことは確かだが、さまざまな出来事の原因を国家
間の関係の変化だけから語ろうとするのは明らかに片手落ちである。 
ロシア極東、北海道、千島列島、日本領樺太などの各地に対する地域政策と外交政策を関連づ
けて「露領漁業」と「北洋漁業」に関わる問題を検討する必要がある。 
また、「露領漁業」や「北洋漁業」の歴史を語るにあたって、これまでの研究はその時点（研
究の対象となる時期）の政治的な枠組みを無条件の前提としていた。その当時の政治状況を、漁
業経済とはあまり連動しない静態的なものとしてとらえているのである。これは既存の研究のほ
とんどが漁業経済の分野における研究だったこととも関係がある。「露領漁業」においては漁業
制度が国家間関係の影響を直に被りがちだったことは確かだ。漁業者は政治状況に翻弄される一
方で、みずから政治状況にも働きかけることができた。今後は「露領漁業」や「北洋漁業」に関
する政治、経済、思想の諸問題を相互に関連づけて研究していくことが必要である。 
さらに「露領漁業」や「北洋漁業」の歴史はほぼ常に「われら日本人」の歴史として語られて
いる。1930 年代通説の非難の対象が「露国」や「露国人」に向けられていることはその好例であ
る。ロシアと日本の間のこの分野に関わる研究の交流が乏しかったことがその原因の一つと考え
られる。今後、より深化した研究交流が必要である。 
「露領漁業」と「北洋漁業」の歴史に関わる既存の研究の問題点は以上の三つ、すなわち日本
とロシアの国家間の関係として語ること、漁業経済と政治状況を切り離して考えがちなこと（経
済研究への偏り）、「われら日本（人）」の歴史として語ること、この三つである。 
「露領漁業」や「北洋漁業」をめぐる多くの言説には「日本人が『北洋』を開発・支配すべき
だ」という物語が繰り返し登場する。私はこの物語とこの物語に特徴的な認識のあり方を「北洋」
イデオロギーと呼んでいる。ここで指摘した既存の研究の三つの問題点はまさにこの「北洋」イ
デオロギーの問題である。 
この三つの問題点を解決するためには「北洋」イデオロギー、特にその認識上の特徴の研究が
不可欠だと私は考える。例えば「露領漁業」についての 1930 年代通説は現代でも受け入れられて
いる。「北洋」イデオロギーの物語の内容と認識の方法、両方の研究が必要と私は考える。 
今回の研究の結果から考えると日露戦争から 1930 年までの間に「北洋」イデオロギー形成の画
期があったことは確かだ。史料研究による歴史的事実の検証作業と並行して「北洋」イデオロギー
についての言説それ自体の研究を進めることが私の今後の課題になる。 
 
